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令和４年度 第５２期業務・事業報告書 
 

令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

 

 一般社団法人 全日本釣り団体協議会は、定款及び令和４年度事業計画に基づき、下記の

とおり事業を実施した。 

記 

１．令和５年６月２６日現在の実勢 

  正会員数           ２９団体 

  賛助会員数         ２６団体 

  構成員総数     約２０,０００名 

  役員数  理事 １１名（会長理事１名、副会長理事１名、専務理事１名、常務理事１名） 

         監事  ２名 

 

２．法人活動状況 

（１）総会  

令和４年度第５２回定時社員総会 

    日   時  令和４年６月２８日(火) １１時００分から 

    場   所  東京都千代田区九段北 4-2-25アルカディア市ヶ谷（私学会館） 

    出席状況  議決権総数 ２９個 出席９  委任状１４  欠席６ 

    主な議題  令和３年度業務・事業報告及び決算報告と監査報告 

            令和４年度事業計画及び収支予算 

            令和４年度役員の選任 

             

（２）理事会 

   ①第１回通常理事会（書面表決） 

日   時  令和４年６月１０日(金) 

表決状況  表決権総数 １２個  提出表決書 １２枚  監事提出 ２枚 

主な議題  令和３年度事業報告書 

        令和３年度計算書類等 

                 

   ②第２回通常理事会 

  日   時  令和４年６月２８日(火)  

出席状況  議決権総数 １２個  出席 ８名  欠席 ４名  監事出席 １名 

主な議題  令和４年度役員の互選 

   

  ③第３回通常理事会 

  日   時  令和５年１月２３日(月)  

出席状況  議決権総数 １２個  出席 ９名  監事 ２名 

主な議題  釣りインストラクター委員会の再設立 

     令和４年度第４回理事会の書面表決開催 

わかさぎ釣りフェスタについて 

 

  ④第４回通常理事会（書面表決） 

日   時  令和５年３月２９日(水)  

表決状況  議決権総数 １１個  提出表決書 １１枚  監事提出 ２枚 
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主な議題  令和５年度事業計画 

      令和５年度収支予算 

      令和５年度第 53回定時社員総会の会場及び日時 

 

（３）水産庁政策審議会及び関係団体との意見交換会等への役員参加 

   ①水産政策審議会 

     ・第 98回企画部会：令和 4年 4月 11日 

     ・第 100回企画部会：令和 4年 8月 25日 

     ・第 101回企画部会：令和 4年 12月 23日 

     ・第 102回企画部会：令和 5年 2月 16日 

     ・第 118回資源管理分科会：令和 4年 5月 24日 

     ・第 119回資源管理分科会：令和 4年 9月 27日 

     ・第 120回資源管理分科会：令和 4年 11月 21日 

     ・第 121回資源管理分科会：令和 4年 12月 12日 

     ・第 122回資源管理分科会：令和 5年 2月 13日 

     ・第 123回資源管理分科会：令和 5年 3月 17日 
      

②広域漁業調整委員会 

 ・第４２回日本海・九州西広域漁業調整委員会 会場：AP日本橋 Gルーム 

      開催日 令和５年３月１４日(火) 

    ・第３９回太平洋広域漁業調整委員会      会場：AP日本橋 Gルーム 

 開催日 令和５年３月１５日(水) 

 

   ③遊漁船業の在り方に関する検討会 

     開催日 令和４年１０月１９日(水)   会場 水産庁中央会議室 

     開催日 令和４年１２月 ６日(火)   会場 水産庁中央会議室 
    
  ④クロマグロ遊漁についての意見交換会 

    開催日 令和４年５月１８日(水)  会場 FinGATEKATABA（日本橋茅場町） 

    開催日 令和４年１２月２１日(水) 会場 水産庁第 3会議室 
 

⑤釣りと漁業の共存及び資源管理の推進に関する検討会 

第１回検討会 令和４年５月２５日(火)  

会  場：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング会議室 

第２回検討会 令和４年１２月１６日(金) 

会  場：イオンコンパス東京八重洲会議室 

第３回検討会 令和５年３月１６日（木） 

     会  場：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング会議室 

 

   ⑥事業用操縦免許の取得段階における要件の拡充に関する勉強会 

     第１回 令和４年８月９日(火)  会場 国土交通省海事局会議室 

     第２回 令和４年９月８日(木)  会場 国土交通省共用会議室 

     第３回 令和４年１０月６日(木) 会場 国土交通省会議室 

 

   ⑦（公財）日本釣振興会理事会 

 ・第３１回理事会 令和４年５月１２日(木)  会 場：日本フィッシング会館 

 ・臨時理事会   令和４年５月２７日(金)  リモート参加 

会場：農林水産省会議室 

会場：農林水産省会議室 

会場：農林水産省会議室 

会場：農林水産省会議室 

会場：AP市ヶ谷会議室 B 

会場：農林水産省会議室 

会場：AP新橋 Dルーム 

会場：農林水産省会議室 

会場：農林水産省会議室 

会場：AP浜松町 D･Eルーム 
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⑧自民党教育・文化・スポーツ関係団体協議会 

・各種団体協議会懇談会 

  開催日 令和４年４月１９日(火)   会場 ザ・キャピトルホテル東急 

・各種団体協議会研修会 

 開催日 令和５年３月１３日(月)   会場 自民党本部８階ホール 
 

３．事業活動 

（１） 遊漁船管理対策推進事業 

水産庁の補助事業であるこの事業は遊漁船利用者等の安全の確保及び利益の保護並び 

に漁場の安定的な利用関係の確保と、遊漁者の資源管理への参画と遊漁船業者等の安全 

意識等の向上を図ることを目的とし、遊漁者に対して各種イベント等において資源管理、遊 

漁の安全と規則等の遵守について指導を行うとともに遊漁者による漁場の環境保全活動の 

推進及びマナー向上や環境保全に対する普及を行った。 

事業の実施にあたっては、遊漁船業者等講習会開催事業とその対策の一環として釣り人 

の安全確保を図るため、地域ごとの営業がどのようになされているかの調査を行う遊漁船業 

実態調査事業及び当協議会に所属する釣り指導員等の育成派遣指導事業と遊漁者による 

漁場の環境保全活動事業の実施計画並びに実施内容について学識経験者委員 8名によ 

る遊漁講習会等検討委員会を開催し結果について水産庁に実績報告書を提出した。 
 

①遊漁講習会等検討委員会の開催実績 

   ・遊漁講習会等検討委員会 委員名簿 
 

所 属 団 体 役  職 氏  名 

東京海洋大学 教授 博士(水産学) 工藤 貴史 

鹿児島大学水産学部 准教授 博士(学術) 鳥居 亨司 

東京湾遊漁船業協同組合 理事長 飯島 正宏 

神奈川県釣船業協同組合 理事長 山下 貞光 

全国漁業協同組合連合会 漁政部長 田中 要範 

日本漁船保険組合 保険業務部長 山本 憲助 

ＪＯＦＩ岩手 会長 千葉 康則 

日本釣り環境保全連盟 副代表理事 綿井 良隆 

 

・遊漁船安全講習会等検討委員会の開催内容 

 検討委員会は２回開催し学識経験者らから選任された委員と開催状況等について協 

議を行った。 

 第１回検討委員会は遊漁船業者等講習会の実施方法、遊漁船業実態調査の実施方

法、指導員育成派遣指導の実施方法、漁場環境保全活動の実施方法等についての

企画及び検討を行った。 



 

 

 

 

- 4 - 

  第２回検討委員会は各事業の総括及び事業効果について評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②遊漁船業者等講習会開催実績 

 

日 時 開催場所 検 討 事 項 出席委員数 備 考 

第 １ 回 

令和４年 

６月１７日 

ｱﾙｶﾃﾞｨｱ 

市ヶ谷 

会議室 

･遊漁船業者等講習会の実施方法の検討 

･遊漁船業実態調査の実施方法の検討 

･指導員育成派遣指導の実施方法の検討 

・漁場環境保全活動の実施方法の検討 

８人 

 

 

 

第 ２ 回 

令和５年 

3 月９日 

ｱﾙｶﾃﾞｨｱ 

市ヶ谷 

会議室 

事業の総括及び事業効果の評価 ８人 

 

NO 実施日 都道府県名 開催地 参加数 講師 海上保安部署等 共催 

1 R4,9 ,13 大阪府 岸和田市  28名 黒川 
海上保安署 

運輸安全委員会 

大阪府,  

大阪府海域美化安全協会 

2 R4,9,29 徳島県 徳島市 14名 黒川  
海上保安署 

運輸安全委員会 
徳島県漁業調整課 

3 R4,10 ,5 宮崎県 宮崎市 25名 又野 
海上保安署 

運輸安全委員会 
宮崎県水産部漁業管理課 

4 R4,10,14 岩手県 釜石市 47名 黒川 
海上保安署 

運輸安全委員会 

岩手県/岩手県遊漁船業

協会/岩手水産ｱｶﾃﾞﾐｰ 

5 R4,11,16 千葉県 いすみ市 55名 柳澤 
海上保安署 

運輸安全委員会 
千葉県水産局水産課 

6 R4,11,21 北海道 函館市 25名 柳澤 
海上保安署 

運輸安全委員会 
北海道･渡島総合振興局 

7 R4,12,7 神奈川県 小田原市 18名 又野 
海上保安署 

運輸安全委員会 

小田原市/相模湾地域遊

漁･海面利用協議会 

8 R4,12,13 東京都 港区海岸 45名 又野 
海上保安署 

運輸安全委員会 

東京都/東京湾遊漁船業

協同組合 

9 R5,1,19 島根県 松江市 16名 柳澤 
海上保安署 

運輸安全委員会 
島根県農林水産部水産課 

10 R5,1,24 兵庫県 西宮市 23名 黒川 
海上保安署 

運輸安全委員会 

兵庫県/阪神釣船協同組

合 

11 R5,1,30 長崎県 長崎市 49名 柳澤 
海上保安署 

運輸安全委員会 
長崎県水産部漁業振興課 

12 R 5 , 2 , 2 新潟県 新潟市 24名 又野 
海上保安署 

運輸安全委員会 
新潟県農林水産部水産課 

   合計 369名    
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当協議会、府県・遊漁船業団体等との共催で遊漁船業者・遊漁船業務主任者等

を対象に海難事故防止対策のための遊漁船業者等講習会を行った。 

    令和４年４月２３日に発生した知床沖の観光遊覧船の事故を受け、遊漁船の利用 

者が安全・安心に遊漁を楽しむため、改めて遊漁船業者の安全対策について万全を 

期する必要により開催された。 

 遊漁船業者等講習会は全国で１２地区の受講者数は３６９名となりアンケート

の回答者数は３６８名で回答率は約１００％(前年度９７％)であった。                       

出席者のアンケートからは、相変わらず無謀なプレジャーボートに対する対策・ 

指導の必要性と免許のいらない船が危険であるとの指摘。また遊漁船業者等講習会 

継続を望む声がすべての開催地の参加者からあり義務化を望む回答も多かった。 

 新たに設けた質問の「水産動植物の管理等について」はある特定の魚種のみの把 

握は可能であるが重量把握は困難と考えてる人が多くいた。 

「遊漁船業者の組織化について」は組合等へ加入のメリットを感じている人は多く 

あった一方、未加入の漁船業者は組織があることすら知らない人が殆どであった。 

       共催の府県・関係団体と連携して、講習会を通じた周知啓発活動により遊漁船業

者・遊漁船業務主任者等の海難事故防止に対する意識の高揚が図られ、安全運航の

普及・啓発活動に貢献できた。 

 

③遊漁船業実態調査実績 

  本事業は遊漁船の事故率の高い地域と事故率の低い地域の遊漁船業の営業実態等を 

調査し、それぞれの特徴について整理を行い事故発生に係る背景について分析を行う事を 

目的として、調査地区は北海道（函館地区）と岩手県（釜石地区）、宮城県（塩釜地区）宮崎 

県（延岡地区）を選定し実施した。 

北海道は既に調査しているが近年人気が高いクロマグロの遊漁船の調査を行った。 

 

調査地域 各地区の実態調査内容 調査項目 

 

北海道函館市 

函館地区 

 

 

 

岩手県釜石市 

釜石地区 

 

 

 

宮城県塩釜市 

塩釜地区 

 

 

 

宮崎県延岡市 

延岡地区 

 

で実施 

 

〔北海道〕 

地域概要・営業内容 

・安全対策・資源管

理の取組（ｸﾛﾏｸﾞﾛ） 

 

〔岩手県〕 

地域概要・営業内容 

・安全対策・資源管

理の取組 

 

〔宮城県〕 

地域概要・営業内容 

・安全対策・資源管

理の取組 

 

〔宮崎県〕 

地域概要・営業内容 

・安全対策・資源管

理の取組 

 

 

①地域概要 

・位置､アクセス､地域漁業､海域利用 

・地区内の遊漁船業者数､操業海域他 

②営業内容 

・沿革(開業年､船体の推移､兼業状況､

釣り客推移)・遊漁船の諸元・料金､

釣り種目と操業海域､年間営業日数他 

③安全対策 

・出航中止基準､気象情報の収集方法 

・操業スケジュールと安全対策・釣り 

客への周知内容・事故及びケースと 

原因・対策・事故対応・体調管理 

・保険内容・安全講習等の参加状況と 

要望・その他 

④資源管理の取り組み 

・漁期・漁法・漁獲サイズ等の規則､ 

制限尾数等の自主規制・種苗放流等 

の取組・釣果把握 
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④指導員育成派遣指導実績 

当協議会の正会員団体と釣りインストラクター連絡機構等が主催あるいは共催・協力で

開催した釣り教室や釣り大会等のイベント、または釣り公園等の巡回指導に当たるため釣

り指導員を派遣し遊漁者へ資源管理についての啓発および安全と遊漁に関する規則遵

守等の指導を行った。全国の１６団体で計画したが、コロナ感染の影響もあり計画通り実施

できなかった団体も複数あった。 

事業は７月～１２月の期間に延べ 503名の釣り指導員等を派遣して行われ、その参加 

        者と指導対象人数は５,３６８名となりイベントと巡回指導は合わせて１０１回行った。 

 
令和４年度指導員育成派遣指導事業実績表 

（実施時期令和４年７月～１２月） 

 実施地域 実施担当 
指導員 

延人数 

参加者 

延人数 

ｲﾍﾞﾝﾄ

回数 
備考 

1 岩手県 JOFI 岩手 0 0 0 全て中止 

 2 千葉県 JOFI 千葉 8 29 4  

3 東京都 JOFI 東京 36 957 7  

4 神奈川県 JOFI 神奈川 49 112 6  

5 神奈川県 全磯神奈川県支部 9 69 1  

6 石川県 石川県釣り団体協議会 0 0 0 全て中止 

7 
愛知県 ･ 

三重県 
JOFI 東海 114 521 16 

巡回指導 

5 日間含む 

8 愛知県 JOFI 愛知 45 220 5  

9 
大阪府 ・ 

和歌山県 
JOFI 大阪 129 2,658 41 

巡回指導 

26 日間含む 

10 
島根県 ・  

愛媛県 
全関西磯釣連盟 19 101 3  

11 広島県 JOFI 広島 15 126 3  

12 鳥取県 鳥取県釣り団体協議会 0 0 0 全て中止 

13 山口県 山口県釣り団体協議会 44 354 11  

14 愛媛県 愛媛県釣り団体協議会 5 52 1  

15 熊本県 熊本県釣り団体協議会 20 84 2  

16 長崎県 長崎県釣り団体協議会 10 85 1  

  合計   503 5,368 101 
巡回指導 

31 日間含む 
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派遣された指導員が指導を実施する活動場所はそれぞれ大きく違うが、釣り人の 

対象レベルに応じた的確な指導がなされ、遊漁者の資源管理への参画と安全及び遊 

漁に関する規則等の遵守について指導を行った。 
 

⑤漁場環境保全活動実績 

  当協議会の正会員団体が開催する釣り大会等において参加した遊漁者等による清掃 

活動及び湖底清掃を実施した。活動は令和４年 7月から１２月にかけて全国２５道府県で 

合計６２回実施しその延べ参加人数は１,７１８人であり地域別の実績は下表に示した。そ 

のうちダイバーによる湖底清掃活動は１箇所で実施した。 

 

令和４年度漁場環境保全活動事業の実績表 
   
【実施担当団体 NBC】                            （実施時期令和４年７月～１２月）  

NO 日付 県名 会場 
参加人数 

大人(ｽﾀｯﾌ含む) 子

供 

合計 

1 2022年 9月 4日 福島県 桧原湖 78 0 78 
2 2022年 7月 3日 茨城県 霞ヶ浦・大山 36 0 36 
3 2022年 8月 21 日 茨城県 霞ヶ浦・大山 41 0 41 
4 2022年 9月 4日 茨城県 霞ヶ浦・大山 41 0 41 
5 2022年 7月 9日 茨城県 北浦 28 0 28 
6 2022年 7月 10 日 茨城県 北浦 33 0 33 
7 2022年 8月 14 日 茨城県 北浦 24 0 24 
8 2022年 7月 31 日 群馬県 榛名湖 23 0 23 
9 2022年 8月 21 日 群馬県 榛名湖 22 0 22 
10 2022年 7月 3日 千葉県 印旛沼 42 0 42 
11 2022年 9月 21 日 千葉県 亀山ﾀﾞﾑ 59 0 59 
12 2022年 9月 28 日 千葉県 亀山ダム 62 0 62 
13 2022年 10月 12 日 千葉県 亀山ﾀﾞﾑ 63 0 63 
14 2022年 7月 31 日 神奈川県 津久井湖 42 0 42 
15 2022年 9月 4日 神奈川県 相模湖 32 0 32 
16 2022年 10月 2 日 神奈川県 津久井湖 37 0 37 
17 2022年 7月 24 日 神奈川県 芦ノ湖 45 0 45 
18 2022年 7月 24 日 山梨県 山中湖 13 0 13 
19 2022年 10月 10 日 山梨県 山中湖 11 0 11 
20 2022年 7月 17 日 山梨県 河口湖 45 0 45 
21 2022年 8月 7日 山梨県 河口湖 45 0 45 
22 2022年 7月 16 日 山梨県 河口湖 39 0 39 
23 2022年 7月 30 日 山梨県 河口湖 39 0 39 
24 2022年 10月 8 日 山梨県 河口湖 44 0 44 
25 2022年 7月 31 日 長野県 野尻湖 49 0 49 
26 2022年 8月 7日 愛知県 入鹿池 29 0 29 
27 2022年 9月 25 日 愛知県 入鹿池 31 0 31 
28 2022年 7月 31 日 滋賀県 琵琶湖 56 0 56 
29 2022年 7月 10 日 滋賀県 西の湖 38 0 38 
30 2022年 9月 11 日 滋賀県 西の湖 41 0 41 
32 2022年 8月 7日 大阪府 淀川・城北ﾜﾝﾄﾞ 25 1 26 
33 2022年 7月 8日 兵庫県 東条湖 28 0 28 
34 2022年 7月 29 日 兵庫県 東条湖 25 0 25 
31 2022年 8月 7日 奈良県 布目ﾀﾞﾑ 5 0 5 
35 2022年 7月 17 日 岡山県 高梁川 22 0 22 
36 2022年 10月 2 日 岡山県 旭川ﾀﾞﾑ 22 0 22 
37 2022年 7月 24 日 愛媛県 野村ﾀﾞﾑ 19 0 19 
38 2022年 8月 7日 佐賀県 北山湖 15 0 15 
39 2022年 7月 24 日 宮崎県 野尻湖 35 2 37 
    

 

 

 

 

  

  合計 1,384 3 1,387 
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【実施担当団体 日本釣り環境保全連盟】 

NO 日付  県名  会場 

参加人数 

大人 

(ｽﾀｯﾌ含) 

子

供 
合計 

1 2022年 8月 28 日  北海道  勇払郡浜厚真町の海岸 2 3 5 

2 2022年 10月 1 日  北海道  宗谷郡猿払村 猿払川  1 0 1 

3 2022年 10月 15 日  北海道  北海道石狩市望来海岸 2 0 2 

4 2022年 10月 28 日  北海道  北海道旭川市 美瑛川 2 0 2 

5 2022年 7月 24 日  青森県  小田内沼 22 0 22 

6 2022年 7月 30 日  栃木県  鬼怒川河川敷 4 0 4 

7 2022年 10月 23 日  新潟県  大通川 6 0 6 

8 2022年 10月 23 日  石川県  石川県手取川河川敷 28 0 28 

9 2022年 7月 31 日  山梨県  河口湖 32 28 60 

10 2022年 8月 6 日  山梨県  明見湖 26 18 44 

11 2022年 9月 3 日  山梨県  道志川 28 21 49 

12 2022年 11月 23 日  山梨県  河口湖（湖底清掃作業） 10 0 10 

13 2022年 10月 15 日  静岡県  藤枝市青池公園 1 0 1 

14 2022年 11月 20 日  静岡県  掛川市田ヶ池 3 0 3 

15 2022年 11月 20 日  香川県  内場ダム 55 0 55 

16 2022年 8月 6 日  佐賀県  北山湖 16 0 16 

17 2022年 9月 3 日  長崎県  岳路海水浴場 2 0 2 

18 2022年 10月 1 日  長崎県  岳路海水浴場周辺 4 0 4 

19 2022年 11月 5 日  長崎県  長崎市為石港周辺 4 0 4 

20 2022年 12月 3 日  長崎県  長崎市 伊王島 6 0 6 

21 2022年 10月 16日  熊本県  宇城市三角町三角東港 3 0 3 

22 2022年 7月 10 日  大分県  瀬会海水浴場 2 0 2 

23 2022年 7月 17 日  大分県  浅海井漁港 2 0 2 

      合計 261 70 331 
       

   総合計 1,645 73 1,718 

 

（２）釣り指導員養成事業 

①釣りインストラクター講習会・資格試験を３会場において実施した。 

・熊本会場 （熊本市流通情報会館） 

 令和４年 1１月５日(土)・６日(日) 

・東京会場 （ヒューマンアカデミー日本語学校東京校） 

 令和４年 11月１２日(土)・１３日(日)    
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・大阪会場 （総合学園ヒューマンアカデミー大阪校） 

 令和４年 1２月１１日(日)     

講習会及び資格試験の結果は下記のとおりである。 

開催地 申込人数 合格者人数 不合格人数 登録者数 

熊本会場  １４名  １４名  ０名 １４名 

東京会場  １８名  １８名  １名 １７名 

大阪会場  １７名  １７名  ０名  １６名 

合計  ４９名  ４８名  １名  ４７名 

 

②フィッシングマスター講習会・資格試験 

本年度は、フィッシングマスター講習会・資格試験を実施しなかった。 

 

（３）全釣り協主催釣り大会事業 

当協議会主催の釣り大会“全釣り協・わかさぎ釣りフェスタ“を実施した。 

新型コロナ感染拡大の影響により令和３年度までは実施できなかったが、令和４年度

は決勝戦を含め全国で１０回開催することができた。 

 決勝戦は全国の予選を勝ち抜いた13名が2日間の釣果で争われ地元河口湖の代表が 

優勝した。大会の結果は下記のとおりである。 

NO 開催日 開催場所 参加人数 

１ 2022年 11 月 12日 神奈川県／芦ノ湖 20名 

２ 2022年 11 月 20日 山梨県／河口湖 14名 

３ 2022年 11 月 23日 愛知県／入鹿池 16名 

４ 2022年 12 月 4日 宮崎県／北山湖 34名 

５ 2022年 12 月 11日 山梨県／山中湖 40名 

６ 2022年 12 月 11日 兵庫県／東条湖 9名 

７ 2022年 12 月 18日 奈良県／津風呂湖 12名 

８ 2022年 12 月 25日 兵庫県／生野銀山湖 17名 

９ 2023年 2月 26日 神奈川県／津久井湖 23名 

10 2023年 3月 11日～12日 山梨県／河口湖 （決勝戦） 13名 

  合計 198名 

 

（４）釣り指導員再登録事業 

    フィッシングマスター及び釣りインストラクターの有資格者のうち３年に一度の更新期に当 

たる該当者に対する３００名の更新手続きを行った。 

 

（５）釣り指導員研修会の開催 

釣りインストラクター及びフィッシングマスターの研修会を『釣りフェスティバル 2022』会場

内のハーバーラウンジ Bにおいて行った。全国の主な釣りインストラクター連絡機構から有

志が集まり今後の釣りインストラクター活動を推進させるために何をなすべきかを検討した。 

各参加者の意見の取りまとめとして以下の内容を確認した。 

   ① インストラクター委員会を立ち上げるための委員を選出する。 

   ② 旧来の制度を見直し新しい時代に相応しいものに変えていくために規程の改正、募集 

の在り方、試験内容と審査基準の見直しなどを実施する。 
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（６）オリジナル商品販売事業 

    矢口高雄先生がデザインした(一社)全日本釣り団体協議会オリジナルのワッペン、ステッ 

   カー及びライフジャケットと名刺を販売し団体の活動充実と広報に役立てた。 

 

（７）遊漁船業務主任者講習会及びテキスト販売事業 

    遊漁船業の適正化に関する法律（遊適法）に基づき「遊漁船業務主任者を養成するため 

   の講習会」を農林水産大臣の認定をうけ、東京都（ヒューマンアカデミー高田馬場校）にお 

   いて 2回、兵庫県西宮市内で 1回の合計３回行った。 

また、遊漁船業務主任者講習会用のテキスト等講習受講者及び同事業を実施する 

都道府県、及び関係団体受講者に対して販売事業を行った。 

 

（８）正会員団体の活動及び実施事業 

 全国の都府県釣り団体、広域釣り団体、釣りインストラクター連絡機構等は各地に於いて

団体の特色を活かした釣り大会・釣り教室、放流・自然保護活動、環境保全活動、講習

会・調査等の活動を行い、釣りの技術や漁場利用ルールの周知と遵守等を指導した。  

主な事業は以下の通りでありその詳細は別紙資料として添付する。 

①釣り大会・釣り教室 

 ○ 当協議会の会員団体である釣り団体協議会・広域釣り団体・釣りインストラクター連絡 

   機構等が、全国各地において釣り大会・釣り教室を行った。また地方自治体や釣り関 

係団体が主催で行った各種イベントでは、住民との交流を深めて地域活性化に貢献 

することができた。 

    ○ 釣り大会・釣り教室等のイベント終了後は釣り場の清掃を行い、釣り場の環境を守る 

活動を行った。実施にあたっては特定外来生物による生態系等に係る被害防止に関 

する法律を遵守して行われた。 

 

②放流・自然保護活動 

 全国各地では当協議会の会員が海面、内水面の両魚種の放流を実施し関係団体の 

放流活動にも協力した。資源保護はもとより放流に参加した家族や子供達に対しては自 

然を守ることや生命の大切さを教えることができた。今日の地球温暖化や気候変動等に 

よる魚の生息域への影響を考え率先して放流事業を推進している。 

 

③環境保全活動 

    各地で水辺や釣り場とその周辺の清掃を行った。水中ダイバーの協力で行った漁港 

等の清掃では海底から大量の大型ごみを回収して撤去した。 

  釣り大会、釣り教室等の各種イベントを実施する際にも、環境にやさしい釣りを奨励し 

環境保護のためゴミ袋を持参し清掃を行った。釣り場巡回指導の時は釣り人自身にゴミ 

の持ち帰りを指導した。  

 

④講演会・調査・その他 

各種関連団体や公的機関等と協力して海難防止講習会や救急救命講習会などを行 

った。釣り場環境の保全のための調査では､水質、生物の生態等の調査、また水辺に関 

連する生物多様性を未来に引き継ぐためのイベントに積極的に協力した。 

その時は地元の子供たちと一緒になって、調査結果報告会を行ったりして地域の活 

性化に貢献することができた。 
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（９）行政と釣り人を繋ぐ窓口としての取り組み 

釣りの健全な発展と漁場利用問題の解決、漁業関連法規の周知、釣り人の安全と権利 

の確保、自然環境の保全、水産資源の保護などの為 

に、農林水産省・水産庁や国土交通省・海上保安庁その他関係諸官庁、各都道府県及び 

関係団体との窓口として重要な役割を担っている。 

また水産政策審議会の資源管理分科会及び企画部会、広域漁業調整委員会、全国の 

内水面漁場管理委員会、海面利用協議会、漁場監視員、資源管理型実践漁業者協議会 

等へ役員等が委員として参加した。 

 

（１０）活動の社会的理解と認識向上への取り組み 

①  ”釣りフェスティバル 202３年”会場に開設した(一社)全日本釣り団体協議会ブースと、 

Web上での出展社ブースから当協議会の紹介と活動報告並びに公認釣りインストラク 

ター募集の講習会・資格試験の紹介を行った。実施に当たっては首都圏を中心に全国 

の釣りインストラクター達の協力を得て行うことができた。 

   ② 企業等から釣りイベントへの協力、及びテレビ等のマスコミからの問い合わせや協力要 

請や、コロナ後に釣り場はどう変わってきているかなどの取材もあった。 

   ③ 全国の正会員釣り団体においても各種釣りイベント等を通じて地域の活性化に協力し 

公益的な活動を実施することができた。 

 

（１１）本部後援の釣り大会等 

 

１、NPO法人日本釣り環境保全連盟 

  令和４年５月～９月 

  釣りと環境保全を学ぶ                 後 援 

 

２、株式会社釣り東北社 

  女川湾カレイ＆アイナメ釣り大会、女川港名物穴釣り名人は誰だ！？ 

  令和４年６月１９日(日)               会長賞メダル及び賞状を贈る 

    

３、全日本磯釣連盟神奈川県支部 

  第 24回青少年・少女釣り大会 

  令和４年７月２４日(日)               会長賞メダル及び賞状を贈る 

 

４、愛媛県釣り団体協議会 

  令和４年９月１日～１１月３０日 

  第４３県民釣りまつり (魚拓釣り大会)       会長賞メダル及び賞状を贈る 

 

５、一般社団法人 大島観光協会 

  令和４年１０月１５日（土）～１０月１６日(日) 

  第６９回都民の大島磯釣大会              後 援 

 

   ６、全関西磯釣連盟 

  令和４年１０月３０日(日) 

  第 18回海難防止講習＆ファミリー釣り大会  会長賞メダル及び賞状を贈る 
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事業報告書の附属明細書 
 
  特に記載すべき事項なし 


